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学校法人会計と企業会計との違いについて 

 

企業会計では「損益計算書」「貸借対照表」および「キャッシュフロー計算書」が作成さ

れます。企業では営業成績を損益計算書によりあらわし、単年度の事業状況を明確化し、

経営成績を知ることで収益を高めることに役立てます。 

一方、学校法人会計では、学校法人会計基準により定められた会計処理を行い、「資金収

支計算書」「事業活動収支計算書」および「貸借対照表」等の計算書類を作成します。 

各計算書の内容は以下のとおりで、これらを分析することにより、学校法人の財政および

経営の状況が把握できます。 

 

◆資金収支計算書 

学校法人の当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入・支出の内容を明らかにし、

支払資金（現金預金）の収入・支出の顛末を明らかにするものです。 

 

◆事業活動収支計算書 

 当該年度の教育・研究その他の諸活動を「教育」、「教育外」、「特別」の３つの活動に

区分し、区分ごとの収支内容ならびに基本金組入額を含めた収支の均衡状態を明らか

にするものです。 

 

◆貸借対照表 

 年度末における資産・負債・基本金および収支差額（純資産）の財政状況を示し、当

年度末と前年度末と対比して記載するものです。 

 

学校法人は営利を目的としていないため、長期的にみて財政が健全に維持されているかど

うか、教育研究施設設備が適切に充実されているか、等という観点から財務資料を分析し、

改善方策を追求することが目的となります。 
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１．収支計算書  

 （１）資金収支計算書 
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（２）事業活動収支計算書 
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２．貸借対照表 
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３．財産目録 

 財産目録（令和５年３月３１日現在） 

Ⅰ資産総額  14,240,049,761 円 

内 基本財産  8,493,993,506 円 

  運用財産  5,746,056,255 円 

  収益事業用財産  － 円 

Ⅱ負債総額  3,651,003,400 円 

Ⅲ正味財産  10,589,046,361 円 

区  分  金  額  

資産額    

１基本財産    

      土地 151,248㎡ 2,757,131,640 円 

      建物 44,660㎡ 4,003,615,191 円 

      図書 255,868冊 1,140,477,104 円 

      教具・校具・備品 18,299点 202,101,296 円 

      その他  390,668,275 円 

２運用財産    

      現金預金  1,762,925,332 円 

      その他  3,983,130,923 円 

３収益事業用財産  － 円 

資産総額  14,240,049,761 円 

負債額    

１固定負債    

      長期借入金  2,738,120,000 円 

      退職給与引当金  345,464,983 円 

２流動負債    

      短期借入金  63,570,000 円 

      未払金  54,972,292 円 

      前受金  392,900,920 円 

      預り金  55,975,205 円 

負債総額  3,651,003,400 円 

正味財産（資産総額－負債総額） 10,589,046,361 円 

 

 



■ 第二次文教マスタープラン進捗状況

≪大　学≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標

改革総合支援事業への取組み －
本学：得点率47.4％

（採択ライン）得点率73％
改革総合支援事業に採択される

各学部の中途退学率の低減
（各学部）

　中途退学率2％以下

教育学部：0.76％

人間科学部：3.19％

全体：2.21％

（各学部）

　中途退学率2％以下

入学定員充足率
教育学部：165名以上

人間科学部：264名以上

教育学部：163名

人間科学部：203名

（安定的に定員の110％以上）

教育学部：165名以上

人間科学部：264名以上

ボーダー偏差値（河合塾）
教育学部：50以上

人間科学部：40以上

教育学部：47.5

人間科学部：40.0

（安定的に）

教育学部：50以上

人間科学部：45以上

オープンキャンパス参加者 3,150人 2,214人 3,500人

資料請求者数 12,000人 11,630人 15,000人

進学説明会参加校数 67校 30校 75校

300件 341件 320件

ホームページアクセス数 390,000件 390,748件 450,000件

高校訪問数 210校 344校 206校

志願者数 1,455人 1,471人 1,735人

就職希望者就職率100％の達成と維持 100% 99.4% 100%

就職先開拓 40社 108社 年間70社

就職ガイダンス参加者増加
延べ人数換算で

前年比20％増

延べ人数換算で

前年比25％減

延べ人数換算で

初年度比50％増

就職支援団体との連携数 10団体との情報交換 10団体と情報交換実施 年間10団体との情報交換

就職満足度100％の達成と維持 100% 93.5% 100%

キャリアセンター就職課利用者数の増

加と定着

3年生全員面談 100％

面談実施回数：1,000件

初等84.3％、中等96.4％、福祉

92.2％ﾟ心理92.6％、栄養96.6％、

GC98.3％　面談実施回数：1,676件

3年生全員面談：100％

面談実施回数 1,000件

東証一部上場企業への就職率 10%
11.6%

（14名／121名中）
20%

公務員就職率 公務員説明会、模擬試験の実施
公務員就職率6.9%

（9名／130名中）
5%

就職に関わる資格取得率20％ 20% 46.3% 20%

地域・地域産業界との課題解決型科

目の内容検討と試行

マツダ財団の寄附講座受託（次年度

実施）

文科省補助金対象の

地域連携事業の実施

科目内容の検討と試行
グローバルコミュニケーション学科

にて、３つのPBLの施行を実施
各学科1科目以上

学生の10％が年に1回以上活動参加 学生の12％が年に1回以上活動参加
学生の10％が年に

1回以上活動参加

情報集約と発信
ボランティア活動や地域活動、新聞

掲載記事の紹介（23件）
年間10回以上

現行の協定履行状況の現状把握と他

大学の情報収集

安佐北区，安芸太田町，広島市中小

企業同友会広島北支部との意見交換

会実施

4~5協定

法人全体経常収支差額
経常収支：239百万円

経常収支比比率：9％

経常収支：151百万円

経常収支比比率：5.4％

経常収支：359百万円

経常収支比率：13％

大学部門経常収支差額
経常収支：312百万円

経常収支比比率：14.7％

経常収支：292百万円

経常収支比比率：12.8％

経常収支：289百万円

経常収支比比率：13.5％

法人部門経常収支差額
経常収支：△50百万円

経常収支比率：△355.57％

経常収支：△88百万円

経常収支比率：△705.4％

経常収支：59百万円

経常収支比率：50.6％

寄附金受入額 200件／10百万円以上 20件／0.4百万円 年間200件／10百万円以上

令和4年度

高校内ガイダンス・大学見学会の依頼件数

地域連携情報の集約と発信

補助金事業対象事業の実施

教

育

力

募

　

集

　

力

収

益

力

就

　

職

　

力

地

域

連

携

力

地域連携科目の設定

ボランティア活動の促進

地域や企業との包括連携協定締結



■ 第二次文教マスタープラン進捗状況

≪高　校≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標

新学習指導要領に基づく、5つの

クラスの教育課程編成・実施

教育課程、シラバス、

ルーブリックの作成

毎年検証し、PDCA

サイクルにて改善を検討

教員の研修参加 教員の80%が研修参加 教員の50%が研修参加
全教員が研修参加

複数名が研究助成申請

3年次生の偏差値引上げ 1.5ポイント上昇 1.0ポイント上昇 3.0ポイント上昇

2級以上取得者の割合：6% 2級以上取得者の割合：2.4%
卒業までに英検2級以上に

合格する生徒が10％以上

海外経験者の割合：10% 未実施 海外経験者の割合：25%

転退学の防止 転退学者2名以下 転退学者11名 転退学者0名

推薦入試志願者：352名以上

一般入試：100名以上

推薦入試志願者：197名

一般入試：3名

推薦入試志願者：320名以上

（令和5年度より目標変更）

入学者：160名以上 入学者：59名 入学者：160名以上

入試における合格基準の見直し 令和5年の全面見直しに向け検討
確約条件の評定平均値を

若干引き下げ
－

進路目標
難関国立1名、広大3名、

その他国公立大学6名
国公立大学2名

国公立大学合格者2桁

（令和5年度より目標変更）

進路指導計画

3年間一貫した模試受験計画

3年間の家庭学習時間管理

キャリア教育の充実

模擬試験、家庭学習時間の調

査・指導、キャリア教育実施

毎年検証し、PDCA

サイクルにて改善を検討

高校部門経常収支差額 経常収支差額：△30百万円 経常収支差額：△55百万円 経常収支を黒字転換

計画的な人員配置

授業クラス編成の工夫

教育課程の適正実施に必要な

教職員数の確保と管理

令和4年度教育課程に基づき授業

時間を厳密に見積り

常勤3名退職に対し4名を採用

計画的な人員配置による

人件費の削減

特待生制度の給付内容見直し
令和5年度の見直しに

向け検討開始
今後見直し

特待生を2名までに抑制

留学費助成の抑制

≪幼稚園≫

令和7年度

経過目標 実績 最終目標

モンテッソーリ教育資格取得者数 11名 8名 14名

モンテッソーリ体育資格取得者数 6名 5名 8名

18名 1～13名
参加設定定員（15名）の

2倍の申し込み

2歳3か月 2歳 1歳6か月

定員40名、応募者48名 定員40名、応募者47名 定員40名、応募者60名

2百万円 3.3百万円 2百万円

4百万円 4.5百万円 4.4百万円

課外活動の参加者増加による増収 1.1百万円 1.8百万円 1.2百万円

1.3百万円 0.9百万円 1.5百万円

業務配分の見直しによる残業時間削減 1.5百万円 1.6百万円 0百万円

令和4年度

入学者数

進

路

実

現

力

収

益

力

教育課程の整備、シラバス、ルーブリッ

クの作成

英検受験の促進

海外ホームステイや海外留学

教

育

力

志願者数

募

集

力

令和4年度

募

集

力

たまご広場参加人数の増加

ころころフレンズの低年齢化

ころころフレンズの参加人数の増加

入園金（5万円）の復活

キッズ料金の値上げ

募

集

力

収

益

力
ころころフレンズの増収

（定員充足率の引上げ）


